The Development of Community Energy in Australia by 古屋 将太 & 西城戸 誠
オーストラリアにおけるコミュニティエネルギーの
展開































































世界風力エネルギー賞を受賞している （Hepburn Wind, 2016a）（1）。
　プロジェクトを所有・運営するヘップバーン風力協同組合にはデイルスフォー
ド地域から約 2,000 人が 980 万豪ドルを拠出している。これに、ヴィクトリア州





ており、2016 年時点で 60 件のプロジェクトに対して合計約 115,230 豪ドルの実
績がある。具体的には、コミュニティセンターや映画館の設備改修、環境教育
プログラム、コミュニティラジオプログラム、オーケストラ団体による音楽イ


















を通じて購入する電力を Powershop に切り替える場合、Powershop が切り替え
1 件毎にヘップバーン風力協同組合に一定額を寄付する仕組みを導入している。
さらに、Powershop は先述の電気自動車の充電ステーションにも電力を供給し





宅用太陽光発電の共同購入プロジェクト （Hepburn Community Solar Bulk-Buy, 






ている。「Hepburn Z-NENT Community Transition Plan」と呼ばれるこの計画
は、ヘップバーン市全域を自然エネルギー 100％で供給し、正味で温室効果ガ
ス排出ゼロを目指す 10 年間（2019〜2029 年）のマスタープランとなっている 

































に訴求することを目的として第 1 回コミュニティエネルギー会議（Community 
Energy Congress）が首都キャンベラで開催された （Coalition for Community 











された。そして、 この会議によって 「コミュニティエネルギー連合 （Coalition for 





















コミュニティエネルギー会議が 2017 年 2 月 27〜28 日、ヴィクトリア州メルボル
ン市庁舎で開催された （Coalition for Community Energy, 2017）。
　会議は、前回と同様に基調講演（7）と参加型の分科会を中心に構成されていた
が、先住民によるコミュニティエネルギーの重要性をテーマのひとつに取り上げ
ていた点が第 2 回の特徴であった。具体的には、第 1 日目に「エネルギー正義
（Energy Justice）」をテーマとするセッションが組まれ、先駆的にカナダで先住





Uncle Ike Gordon 氏は、何年も前からコミュニティの会合でエネルギー料金が
写真 3　第 2回コミュニティエネルギー会議
出所：Coalition for Community Energy, 2017
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話題になり、ある住民は一世帯で四半期のエネルギー料金として 3,000〜4,000 豪
ドル（約 23〜30 万円）が請求されたこと、また、6 人の子供を抱える住民は同
じく四半期の電気代として 7,000 豪ドル（約 54 万円）が請求されていたことを
述べた。そして、間違いがあるのではないかと彼らが電力会社に問い合わせても
取り合ってもらえずにいたところ、シドニーを拠点とする環境団体 The Valley 







プロジェクトとして Uncle Ike Gordon 氏の住宅の屋根に太陽光発電と蓄電池を

















に向けた原動力の役割を果たしてきた。Climate Action Network Australia で戦
略担当を長年務めてきた Nicky Ison 氏と、コミュニティ開発活動に携わってい



















「コミュニティエネルギー連合（Coalition for Community Energy, C4CE）」が設
立されている。C4CE の活動内容は、コミュニティパワー機関の活動と重複する
部分が多いが、2015 年には国全体としてコミュニティエネルギーを活性化する












理事の間で認識されるようになった。そこで、C4CE 関係者と Embark 関係者の
間で議論の場がもたれるようになり、最終的に Embark とコミュニティエネル
ギー連合は 2018 年 6 月に合併することとなった（法人としては Embark、商号









　コミュニティパワー機関によれば、2020 年 8 月時点でオーストラリアのコ
ミュニティエネルギー団体は 174 件に達している （Community Power Agency, 
2019）（図 2）。その多くが太陽光発電であり、人口が集中するニューサウス
ウェールズ州およびヴィクトリア州に集積している。ここでは、ニューサウ










担う Pingala Association と、具体的な営利プロジェクトへの投資とそれらのポー
トフォリオを信託管理する Pingala Co-operative の 2 つの機関を目的に応じて使
い分ける体制へと変化している（9）。
　Pingala の活動は、先述の April Crawford-Smith 氏（TVC）と、Tom Nock-















れる。醸造所は使用した電力料金を 10 年間にわたって Pingala に支払い、その
利益がプロジェクトの出資者に分配される。
　資金調達について、Pingala はシドニー市の補助金によって 40,000 豪ドル（約
300 万円）を調達するとともに、Pingala Co-operative を通じてコミュニティ投
資家を募り、54 人の投資家から 17,500 豪ドル（約 130 万円）を調達している。
このコミュニティファンドは、年間目標利益分配 5〜8％、一口 250 豪ドル（約 1
万 8,000 円）という構成になっており、オーストラリア都市部での最初のコミュ
ニティファンドによる太陽光発電プロジェクトということもあって、募集開始後
9 分で満了となったという （Vorrath, 2016）。
　ヤングヘンリープロジェクトは、都市部でのコミュニティ太陽光発電の可能性
を実証する成功事例となり、その後、シドニー仏教者センター、オーランビ・ケ















を受け、Pingala、Community Power Agency、Komo Energy などのパートナー
がかかわるかたちで、オーストラリア初のソーラーガーデン「ヘイスタックス・
ソーラーガーデン（Haystacks Solar Garden）」がニューサウスウェールズ州グ
ロン・グロンで構想され、2021 年 3 月の運転開始をめざして開発が進行してい
る （Haystacks Solar Garden, 2020）。
⑵　Sydney Renewable Power Company
　シドニー中心部ダーリングハーバーにあるシドニー国際会議場の屋根に
520kW の太陽光発電を導入した Sydney Renewable Power Company（SRPC）
は、都市部のビジネスパーソンのボランタリーなイニシアティブのもとで導入さ
れた事例である。










コミュニティのつながりから、ファッションブランド Carla Zampatti のマネー
ジング・ディレクターを務める Allegra Spender 氏と話す機会があり、気候変動
対策・エネルギー転換を地域から進めることが必要であるとの問題関心のもと





開発事業者の Lend Lease に提案を持ち込んだ。Lend Lease は、このアイディ
アが地域コミュニティの持続可能性に貢献するものであると理解し、これを再開
発の提案に盛り込んだ上で入札に臨んだ。幸いにも Lend Lease が応札に成功し
たことから、事業を正式に進めるため、3 人は、理念を共有しつつ、プロボノで
事業開発に貢献する意思と専門スキルをもつビジネスパーソンの仲間を巻き込み




に 25 年間にわたって支払われる（いわゆる ”behind the meter”）。また、事業
用太陽光発電であることから、”Large-scale Generator Certificates （LGCs）”と
呼ばれる環境クレジットが発生するため、この売上が SRPC の追加収入となる。
SRP は、設備の導入からメンテナンスまで、事業全体の責任を負う （Sydney 
Renewable Power Company, 2017）。
　事業主体である SRPC は、 非上場企業 （unlisted public company） として法
人設立され、 プロジェクトに特化した資金調達がおこなわれている （Sydney 
Renewable Power Company, 2016）。具体的には、まず、SRPC は Embark から
155 万豪ドル（約 1 億 1,600 万円）を借り入れ、設備導入をおこなう。次に、こ
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の借入のうち、141 万豪ドル（約 1 億 500 万円）を返済するとともに、運転資金
17,250 豪ドル（約 130 万円）を調達すること目的として SRPC はファンドを組
成する（一口 2,750 豪ドル、519 口、総額 1,427,250 豪ドル）。調達された資金は、
第三者預託口座を介して Embark に返済される。そして、残りの返済額である
140,000 豪ドル（約 1,100 万円）は、商品サービス税の還付を受けて Embark に
全額返済される。
　このようなビジネス・ファイナンスモデルのもと、上記の資金は 2016 年 11 
月〜2017 年 3 月の間に満額調達され、2016 年 12 月から太陽光による発電が
はじまり、2017 年には税引後当期純利益が想定を 39％上回り、2018 年には
53.7％上回る結果となり、順調なプロジェクト運営が進められていた （Sydney 
Renewable Power Company, 2017）。
　そうしたなか、2020 年初頭に SRPC は、自然エネルギー事業を中心に手がけ
るオーストラリアの投資ファンド Solar Bay から買収の提案を受ける。提案の内
容は、SRPC が導入した太陽光発電資産と国際会議場との契約を含むプロジェク
ト一式を、株主による同意のもと、1,534,000 豪ドル（約 1 億 1,451 万円）で買い
取るというものであった。SRPC 取締役たちは、この提案を検討するなかで、今
写真 5　シドニー国際会議場に設置されたSRPCの太陽光発電






主にとってもメリットがあることを確認した上で、取締役会は 2020 年 2 月 11 日
に株主に対して買収提案内容を説明する場を設け、3 月 11 日に開催する臨時総
会で提案を受け入れるかどうかの議決を取ることとした（12）。そして、この臨時総
会で、投票された 347 株の 99％の賛成のもと、Solar Bay による買収提案を受け
入れることが議決され、8 月 5 日の臨時総会で SRPC の清算人を選任し、SRPC
は資産を譲渡した上での解散へと至った。






































ざまな分野で豊富な経験をもつ Alison Crook 氏とエネルギー業界で豊富な経験
をもつ Steve Harris 氏のもとで具体化され、バイロンベイを拠点とする Enova
の設立準備へと進んだ（13）。Enova の設立に際して特筆すべき点として、「コミュ
ニティ所有の電力会社」という理念を具体化するため、ノーザンリバー地域内
で 30 回ものコミュニティ集会を開催し、市民に資本金出資を求め、2015 年 12
月までに 1,100 人から 400 万豪ドル（約 3 億円）を達成していることがあげら







体現されている。Enova のガバナンスは、ホールディング企業としての Enova 
Community Energy のもとに、営利事業として電力小売をおこなう Enova 
Energy と、その収益の 50％を財源として太陽光発電や省エネのアドバイス、コ
ミュニティ支援プログラムを非営利事業としておこなう Enova Community が組
み合わさるかたちで構成されている（図 3）。取締役会議長を Crook 氏が務め、
CEO には Harris が就任している。
　Enova の電力小売事業は、 当初、 出資者の住宅を中心に約 2,000 件の顧客から
スタートし（14）、 2017 年 12 月には約 5,000 件 （約 300 件のビジネス顧客を含む）
に達している。その後も順調に顧客数を増やしており、ノーザンリバー地域に限
定していた営業エリアを 2019 年 10 月からニューサウスウェールズ州全域に拡大
し、2021 年はじめにはクイーンズランド州南東部にも拡大することを予定して
いる。
　こうした堅実な事業基盤のもと、収益を活用して Enova Community が実施す
る非営利プロジェクトも確実な成果を生み出している。具体的には、ノーザンリ
バー地域で North Coast Community Housing が所有する低所得者向け集合住宅
27 件に、分散型で合計 64kW の太陽光発電を導入するとともに、Enova が「エ
ネルギーコーチ（15）」を派遣し、電力消費量の削減や節約の方法を指導している。
図 3　Enova のガバナンス
出典：2017 年 3 月 7 日、Enova へのインタビューをもとに筆者作成
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500 人規模で太陽光発電の P2P 取引を実証する「共有コミュニティバッテリー」 
（Enova Community Energy, 2020b）、バイロンベイ域内で太陽光発電の近隣融
通により電力と経済の域内循環をめざす「バイロンベイ・マイクログリッド実証























　ヴィクトリア州「環境・土地・水・計画局（Department of Environment, 
Land, Water and Planning, DELWP）」とその外郭機関「サステイナビリティ・
ヴィクトリア（Sustainability Victoria, SV）」は、この提案を受けてプログラム
の検討を開始し、2016 年終わりにバララット、ベンディゴ、ラトローブバレー
の 3 地域を「コミュニパワー・ハブ（Community Power Hub）」のパイロット
地域に選定した。これに対して、DELWP と SV がそれぞれ 50％ずつ予算を確保












んできた非営利団体 BREAZE がホストとなり、ベンディゴ地域では 2007 年か
ら幅広くコミュニティで持続可能性にかかわる取り組みを進めてきた Bendigo 
Sustainability Group がホストとなり、ラトローブバレー地域では 2007 年から










て、コミュニティパワー・ハブの Facebook および Web サイトに 22 万 6,000 の
アクセスがあったことが検証されている。さらに、プログラムの地域経済効果は
































・ Facebook / CPH Web サイトのコンテンツビュー数　226,000





・ ボランティアと労働力提供　12,500 時間＝$497,000 に相当
・ 地元雇用創出　16 人





































18,000 年前から「グナイ / クルナイ（Gunai/Kurnai）」と呼ばれる 5 つの先住民
部族によって治められていた。しかし、19 世紀半ばから欧州からの侵略がはじ
まるとともに、捕鯨船からの伝染病が広がるなど、先住民の人口は大幅に減っ










































































































ギー協会」（http://communitypower.jp/）が 2014 年 5 月に発足している。この
全国ご当地エネルギー協会は、2013 年 6 月に発足したコミュニティパワー・イ
ニシアチブを発展的に再組織化したものであり、このコミュニティパワー・イニ
シアチブは、環境エネルギー政策研究所（ISEP）が開催したコミュニティパワー





済メディアで長年活躍してきた Giles Parkinson 氏が編集長を務める「Renew 











































（ 1 ） 筆者（古屋）は、この会議のセッションでヘップバーン風力協同組合の中心的な担い手
であるタリン・レーン氏と知り合い、2013 年および 2014 年の日本でのコミュニティパワー
会議にスピーカーとして招聘している。
（ 2 ） ペインティングの様子は動画で公開されている：The Painting of Gale https://vimeo.
com/66064431/ Painting ‘Gusto’ at Hepburn Wind https://vimeo.com/122285836 
（ 3 ） 第 1 段階は 2019〜2021 年（quick win）、第 2 段階は 2022〜2024 年（zero-net energy）、
第 3 段階は 2025〜2029 年（zero-net emissions）となっている。
（ 4 ） 自然エネルギー 100％のコミュニティを実現させた先駆的事例のリーダーとして、ドイ
ツ・ヴィルドポルツリード町長 Arno Zengle 氏、オーストラリア再生可能エネルギー機関
CEO Ivor Frischneckt 氏、ヘップバーン風力協同組合理事 Simon Holmes à Court 氏が登
壇している。
（ 5 ） 環境エネルギー政策研究所（ISEP）は、コミュニティパワー会議 2012（2012 年 3 月 8
日、東京・日本科学未来舘）、コミュニティパワー会議 2013（2013 年 2 月 25 日、山口県
宇部市・ときわ公園湖水ホール）、コミュニティパワー国際会議 2014（2014 年 1 月 31 日




（ 6 ） なお、もう一人の筆者（西城戸）は、これらの会議に一般参加者として参加し、参与観
察を行ってきた。




（ 8 ） 非営利団体 CORENA（Citizens Own Renewable Energy Network Australia）は、ロー
リングファンドによる資金調達のスキームでの太陽光発電を全国展開している。





（10） クイーンズランドの電力小売事業者 Ergon Energy は、割引した電力商品の販売が禁止
されていた。




（13） Alison Crook 氏は、IBM オーストラリア、Lend Lease Financial Service、St. James 
Ethics Centre など企業 17 社の役員を歴任し、NSW 州立図書館司書、NSW 州地域開発局
局長なども務めてきたオーストラリアを代表する女性ビジネスリーダーのひとりである。










（16） 2019 年 4 月 2 日、SV 担当者 Luke Wilkinson 氏へのインタビューによれば、SV として
は、7 地域を追加して、合計 10 地域を 4 年間支援するため、800 万豪ドルの予算確保を試
みたものの、政治状況のなかで実現しなかったという。
（17） 2019 年 4 月 2 日、SV 担当者 Luke Wilkinson 氏へのインタビュー。
（18） Gippy Bulk Buys Program では、42 件の家庭と 4 件の中小企業が合計 326kW の太陽光
発電を導入する結果となった。この太陽光パネルの総売上の一部がコミュニティに寄付と
して還元され、地域のコミュニティホールに 4.4kW 太陽光発電が導入されている。









Bank Australia. （2019）. The rural towns harnessing the power of community energy.　参照
先：https://www.bankaust.com.au/about-us/news/planet/articles/meet-the-rural-towns-
harnessing-the-power-of-community-energy（2020 年 12 月 11 日）
BarfootChris. （2017）. Community Power Hub Latrobe Valley: Governance Document.
Coalition for Community Energy. （2014a）. Community Energy Congress 2014.　参照先：Coalition 
for Community Energy: https://c4ce.net.au/communityenergycongress/congress2014/
（2020 年 12 月 11 日）
Coalition for Community Energy. （2014b）. C4CE Congress Harvest Day 1 Welcome.　参照先：
C4CE Congress Harvest: https://c4cecongress14.wordpress.com/day-1/welcome/（2020
年 12 月 11 日）
Coalition for Community Energy. （2015）. National Community Energy Strategy.
Coalition for Community Energy. （2017）. Community Energy Congress 2017.　参照先：Coalition 
for Community Energy: https://c4ce.net.au/congress/（2020 年 12 月 11 日）
Coalition for Community Energy. （2018）. C4CE and Embark join forces.　参照先：Coalition for 
Community Energy: https://c4ce.net.au/c4ce-and-embark-join-forces/（2020 年 12 月 11 日）
Community Power Agency. （2014）. Community-owned renewable energy A HOW TO GUIDE. 
Sydney: Community Power Agency.
Community Power Agency. （2019）. Community Energy Map.　参 照 先：Community Power 
Agency: https://cpagency.org.au/resources/map/（2020 年 12 月 11 日）
79
Enova Community Energy. （2020a）. Our Story.　参照先：https://www.enovaenergy.com.au/
about-us/our-story（2020 年 12 月 11 日）
Enova Community Energy. （2020b）. Shared Community Battery.　参照先：https://www.eno 
vaenergy.com.au/shared-community-battery（2020 年 12 月 11 日）
Enova Community Energy. （2020c）. Microgrids. Think Big. Go Micro.　参照先：https://www. 
enovaenergy.com.au/microgrids（2020 年 10 月 10 日）
Haystacks Solar Garden. （2020）. Haystacks Solar Garden.　参照先：https://haystacks.solargar 
den.org.au（2020 年 12 月 10 日）
Hepburn Community Solar Bulk-Buy. （2018）. Hepburn Community Solar Bulk-Buy.　参照日：
2020 年 March 月、参照先：https://mash.org.au/hepburn-solar/（2020 年 3 月 21 日）
Hepburn Wind. （2016a）. Hepburn Wind Origins.　参 照 日：2020 年 February 月、 参 照 先：
https://www.hepburnwind.com.au/hepburn-wind-origins/（2020 年 2 月 15 日）
Hepburn Wind. （2016b）. Community Fund.　参 照 日：2020 年 March 月、 参 照 先：https://
www.hepburnwind.com.au/community/（2020 年 3 月 21 日）
Hepburn Wind. （2016c）. Hepburn Windʼs Projects.　参 照 日：2020 年 March 月、 参 照 先：
https://www.hepburnwind.com.au/ourprojects/（2020 年 3 月 22 日）
Hepburn Wind. （2016d）. Powershop.　参 照 日：2020 年 March 月、 参 照 先：https://www.
hepburnwind.com.au/powershop/（2020 年 3 月 22 日）
Pingala. （2018）. Renewable Energy for Brewarrina.　参照先：https://youtu.be/gLR78ZvgStY
（2020 年 9 月 21 日）
Pingala. （2018）. The Young Henrys Project.　参照先：Pingala: https://pingala.org.au/solar-for- 
businesses/young-henrys/（2020 年 9 月 21 日）
Ramahyuck District Aboriginal Corporation. （2017a）. Gunai/Kurnai People.　参照先：Ramah 
yuck: https://www.ramahyuck.org/about/gunaikurnai-people/（2020 年 11 月 21 日）
Ramahyuck District Aboriginal Corporation. （2017b）. Ramahyuck: A History.　参照先：Rama 
hyuck: https://www.ramahyuck.org/about/ramahyuck-a-history/（2020 年 11 月 21 日）
Ramahyuck District Aboriginal Corporation. （2019）. Ramahyuck Solar Farm Pre-feasibility 
cost, performance and financial modelling: Report.
RutovitzMcIntosh, L., Ison, N., Noble, E., Hicks, J., and Mey, FJ.,. （2018）. Social Access Solar 
Gardens for Australia. Institute for Sustainable Futures, University of Technology 
Sydney.
ShoebridgeBrendan. （監督）. （2017）. The Bentley Effect ［映画］.
Sustainability Victoria. （2019a）. Pilot Community Power Hubs. Sustainability Victoria.
Sustainability Victoria. （2019b）. Community Power Hubs Pilot Program final evaluation.
Sydney Renewable Power Company. （2016）. An opportunity to invest in a community- based 
renewable energy project: Offer Information Statement.
Sydney Renewable Power Company. （2017）. Sydney Renewable Power Company.　参照先：
Sydney Renewable Power Company: http://www.sydneyrenewable.com（2020 年 10 月 10
日）
Vorrath, Sophie. （2016）. Sydney community solar investment round raises $17,500 in 9 
minutes.　参照先：One Step Off The Grid: https://onestepoffthegrid.com.au/sydney-comm 
unity-solar-investment-round-raises-17500-9-minutes/（2020 年 12 月 11 日）
VorrathSophie. （2017）. Power struggle: First Nations fight to stay on country, and off grid.　
80
参照先：One Step Off The Grid: https://onestepoffthegrid.com.au/power-struggle-first-na 
tions-fight-stay-country-off-grid/（2020 年 12 月 11 日）
Z-NET Hepburn Shire. （2019）. Community Transition Plan. Hepburn, Victoria: Z-NET 
Hepburn Shire.
環境省．（2011）．地域主導による再生可能エネルギーの事業化に向けた検討．参照先：http://
www.env.go.jp/earth/ondanka/rere/（2020 年 12 月 11 日）
環境省．（2012）．平成 24 年度地域主導型再生可能エネルギー事業化検討委託業務の採択案件
について（お知らせ）．参照先：http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=15684（2020
年 12 月 11 日）
環境省．（2013）．平成 25 年度地域主導型再生可能エネルギー　事業化検討委託業務の採択案
件について（お知らせ）．参照先：https://www.env.go.jp/press/17138-print.html（2020 年
12 月 11 日）
飯田哲也、環境エネルギー政策研究所．（共同編集）（2014）．コミュニティパワー エネルギー
で地域を豊かにする．学芸出版社．
付　記
本稿は、科学研究費（18H00933、17H00828）の研究成果の一部である。
